５　支援教育関係主要事項年表　
	年度
	大　阪　府　・　市　関　係
	文　部　科　学　省　関　係

	昭
和

22

以
前
	○明治12年大阪模範盲啞学校開校（翌年6月廃止）

○明治33年私立大阪盲啞院開校（明治40年大阪市に移管、現、府立大阪北視覚支援学校、府立中央聴覚支援学校）

○大正3年私立大阪訓盲院開校（昭和3年府に移管、府立盲学校と改称）

○大正15年私立大阪聾口話学校開校（昭和8年府に移管、府立聾啞学校と改称、同年6月府立聾口話学校と改称、現、府立生野聴覚支援学校）

○昭和15年大阪市立思斉学校開校（全国最初の精神薄弱校、現、府立思斉支援学校）
	○大正12年盲学校及び聾啞学校令公布


	昭
和

22
	
	○学校教育法制定



	昭
和

23
	○大阪市立少年保養所附設貝塚学園（大阪市立大宝小学校、同南中学校分校）設置（前、大阪市立貝塚養護学校）

○北河内郡住道町四条村学校組合立讃良中学校（現、大東市立四条中学校）に府内最初の特殊学級設置

○府立聾口話学校を府立聾学校と改称し、幼稚部設置
	○盲･聾学校の就学義務・設置義務施行（政令第79号）ただし、31年度に中学部までの義務就学実施完了



	昭
和

24
	
	

	昭
和

25
	
	○特殊教育研究集会開催



	昭
和

26
	○府教育委員会に全国最初の特殊教育専任指導主事１名配置
	

	昭
和

27
	○特殊教育研究集会開催
○府立盲学校に肢体不自由児の実験学級（希望学級）設置（現、府立堺支援学校）
○府立聾学校幼稚部３歳児保育開始
	○特殊教育室新設



	昭
和

28
	○府立盲学校に弱視学級設置
○府立大阪整肢学院に府立盲学校（希望学級）分教室設置（現、府立中津支援学校）
○精神薄弱教育該当者出現率調査
	○「教育上特別の取扱いを要する児童･生徒の判別基準」作成
○文部省精神薄弱児実態調査
○精神薄弱児対策基本要綱決定

	昭
和

29
	○府立堺聾学校開校
○府立聾学校を府立生野聾学校に改称し、鶴橋分校設置
	○中教審「特殊教育、へき地教育の振興について」答申

	昭
和

30
	
	

	昭
和

31
	○府立養護学校開校（現、府立堺支援学校）
･･･全国最初の公立肢体不自由養護学校
同中津分校設置

○「特殊学級の手引－その設置と経営－」作成
	○公立養護学校整備特別措置法（6月公布翌年4月1日全面施行）

○盲学校及び聾学校について、小学部･中学部の学習指導要領一般編通達(昭和32.3.15)

	昭

和

32
	○堺市立養護学校開校（現、堺市立百舌鳥支援学校）

○大阪市教育委員会に特殊教育係設置

○大阪市立盲学校に分校設置

○大阪市立貝塚養護学校開校

○大阪市立思斉小学校、中学校を統合して大阪市立思斉養護学校と改称
	○特殊教育主任官室設置

○学校教育法一部改正－養護学校への就学を就学義務の履行とみなすことを規定

○養護学校に就学奨励法適用



	昭

和

33
	○特殊学級設置第１次５ヵ年計画開始

（目標　必要学級の20％）

○大阪府立少年保養所（枚方学園）に教員派遣

○府立堺聾学校に幼稚部設置
	○学校保健法公布（就学時健康診断規定）



	昭

和

34
	○「大阪公立小学校、中学校特殊学級（精神薄弱）設置要項」作成（以後２～３年ごとに改訂）

○大阪市立難波養護学校開校
	○中教審「特殊教育の振興について」答申

○盲学校及び聾学校、高等部学習指導要領一般編を通達(昭和35.2.6)

	昭

和

35
	○養護学校教員養成課程（京都教大）留学生派遣制度の発足

○大阪市立助松養護学校開校

○堺市立養護学校分校（精神薄弱対象、本校は病弱･虚弱児対象）設置
	○精神薄弱者福祉法施行

○養護学校教員臨時養成課程設置



	昭

和

36
	○「特殊学級教育課程実施要領の届出要領」作成

○特殊教育担当指導主事１人増員（府）

○府立生野聾学校鶴橋分校を本校に、本校を桃谷分校（前、生野高等聾学校）とする

○府立養護学校に高等部設置
	○特殊学級設置５ヵ年計画開始


	昭

和

37
	○大阪府教育課程審議会に「特殊教育の充実振興策」を諮問、同答申

○大阪市特殊教育審議会設置（大阪市条例による）

○大阪市特殊教育振興会発足

○大阪市立光陽養護学校開校
	○特殊教育課設置

○「学校教育法施行令の一部改正」

(22条の２の規定）

○「教育上の特別な取扱いを要する児童･生徒の教育的措置」通達（判別基準失効）

	昭

和

38
	○特殊学級設置第２次５ヵ年計画開始（目標必要学級数の小35％　中50％）

○指導第二課に特殊教育係設置（４人）（府）

○特殊教育に関する総合計画立案

○府立堺聾学校に高等部設置

○「大阪公立小学校･中学校特殊学級（精神薄弱）教育課程要項」作成（以後適宜改訂）

○大阪市立盲学校分校廃止
	○「養護学校学習指導要領（小中学部精神薄弱教育編小学部肢体不自由教育編及び小学部病弱教育編）」通達



	昭

和

39
	○「大阪府公立養護学校教育課程要項（肢体不自由）」作成

○特殊教育振興委員会「精神薄弱教育施設計画に関する意見書」作成

○大阪市立思斉養護学校、同難波養護学校に高等部別科設置

○府立盲学校高等部専攻科にリハビリテーション科設置
	○「養護学校学習指導要領（中学部肢体不自由教育編及び病弱教育編）」通達

○「盲学校学習指導要領（小学部編）」告示

○「聾学校学習指導要領（小学部編）」を告示

○「養護学校及び精薄特殊学級設置計画（10年計画）」発表

	昭

和

40
	○「大阪府公立養護学校教育課程要項（病弱）」作成

○「大阪府心身障害者対策要綱」作成（民生･衛生･労働･教育の各部による心身障害者対策協議会）

○特殊教育振興委員会「肢体不自由教育施設計画」に関する調査研究（１年次）

○大阪市立光陽養護学校に高等部別科設置
	○「盲学校学習指導要領（中学部編）」告示

○「聾学校学習指導要領（中学部編）」告示

○「理学療法士及び作業療法士法」の制定

（厚生省）



	昭

和

41
	○府立高槻養護学校開校

○府立堺聾学校高等部に専攻科（歯科技士科）設置

○大阪市立助松養護学校廃止（貝塚養護学校に統合）

○特殊教育振興委員会「肢体不自由教育施設計画」および「病弱教育施設計画」に関する調査研究
	○「盲学校学習指導要領（高等部編）」告示

○「聾学校学習指導要領（高等部編）」告示

○「盲学校及び聾学校の高等部の学科を定める省令」制定

○大阪教育大学教育学部附属養護学校開校

	昭

和

42
	○府立八尾養護学校、大阪市立生野養護学校開校

○府立堺養護学校大手前分校設置

○特殊教育担当指導主事１人増員（府）

○特殊教育振興委員会「病弱教育施設計画に関する意見書」「肢体不自由教育施設に関する意見書」報告

○府立生野聾学校に聴能学級設置

○堺市立養護学校分校廃止
	○特殊教育の基本に関する協力者会議

○心身障害児総合実態調査

○特殊教育推進地区の設置（吹田市他７市）

○就学猶予･免除の事務は市町村教委専決となる。（昭和42.8.1から）

○中学校卒業程度認定試験始まる。



	昭

和

43
	○堺市立百舌鳥養護学校開校

○堺市立養護学校を堺市立浅香山養護学校に校名変更

○特殊学級調整設置３ヵ年計画開始

○大阪府学校教育審議会特殊教育分科会設置（府条例による）
	○特殊教育総合研究調査会議報告



	昭

和

44
	○府立高槻養護学校に高等部設置

○大阪府学校教育審議会特殊教育分科会により答申（特殊教育の振興について）
	

	昭

和

45
	○心身障害児訪問教育指導制度実施

○府立茨木養護学校、富田林養護学校開校

○府立八尾養護学校に高等部設置

○大阪市立光陽養護学校高等部別科を高等部本科に設置変更

○大阪市立生野養護学校に高等部本科設置

○特殊教育担当指導主事１名増員（府）

○「大阪府心身障害者対策協議会」設置

○大阪府学校教育審議会特殊教育分科会へ諮問（聴覚障害教育のあり方について）

○盲･聾･養護学校教員の内地留学制度実施
	○「盲学校小学部･中学部学習指導要領」

「聾学校小学部･中学部学習指導要領」

「養護学校（肢体不自由教育）小学部･中学部学習指導要領」

「養護学校（病弱教育）小学部･中学部学習指導要領」

「養護学校（精神薄弱教育）小学部･中学部学習指導要領」　告示（昭和46.3.13）

○「心身障害者対策基本法」公布（厚生省）



	昭

和

46
	○府立茨木養護学校に高等部設置

○特殊学級増設第３次５ヵ年計画開始

○大阪市立思斉養護学校分校設置（児童福祉施設すみれ愛育館内）

○大阪市立思斉養護学校高等部別科を高等部本科に設置変更

○大阪市立難波養護学校高等部別科を高等部本科に設置変更

○大阪府学校教育審議会特殊教育分科会により答申（聴覚障害教育のあり方について）
	○上記指導要領小学部実施

○国立特殊教育総合研究所設置

○中央教育審議会「今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基本的施策について」答申

○盲学校･聾学校及び養護学校の小学部児童指導要録並びに中学部生徒指導要録の改訂（昭和47.2.23）



	昭

和

47
	○府立茨木養護学校刀根山分校設置（国立療養所刀根山病院内筋ジストロフィー病棟、現、刀根山支援学校）

○府立堺養護学校太子分教室設置

○特殊教育担当主幹１人増員（府）

○国立特殊教育総合研究所へ研究生の派遣制度発足（長期･短期）

○大阪府学校教育審議会特殊教育分科会へ諮問（心身障害児の就学対策について）

○「特殊教育」を「養護教育」に変更（市）


	○上記指導要領中学部実施

○特殊教育拡充整備計画策定
　養護学校設置　７年計画
　特殊学級設置　10年計画
　幼稚部設置　10年計画

○「盲学校学習指導要領高等部編」および「聾学校学習指導要領高等部編」の改正並びに「養護学校（精神薄弱教育）高等部学習指導要領」「養護学校（肢体不自由教育）高等部学習指導要領」および「養護学校（病弱教育）高等部学習指導要領」告示

	昭

和

48
	○府立佐野養護学校開校

○府立佐野養護学校砂川分教室設置

○府立富田林養護学校羽曳野分教室設置

○府立富田林養護学校に高等部設置

○府立盲学校に幼稚部設置

○大阪市立生野養護学校に小学部設置

○高槻市立養護学校開校

○八尾市立養護学校開校

○「特殊教育」を「養護教育」に変更（府）

○養護教育担当指導主事１人増員（府）

○大阪市立教育委員会事務局に養護教育課の設置

○大阪府科学教育センターに養護教育研究室設置

○府立生野聾学校桃谷分校を勝山分校に校名変更
	○上記高等部指導要領実施

○盲･聾･養護学校高等部生徒指導要録の改訂(昭和48.5.10)

○「学校教育法中養護学校における就学義務及び養護学校の設置義務に関する部分の施行期日を定める政令」の公布
(昭和48.11.20政令第339号)

○学校教育法施行規則の一部改正
(昭和49.2.9文部省令第２号）
就学義務猶予又は免除の取り消し等に伴う編入学

○「国立久里浜養護学校」開校



	昭

和

49
	○府立豊中養護学校開校

○府立佐野養護学校に高等部設置

○養護教育担当主幹を廃し、養護教育担当参事を配置（府）

○養護教育担当指導主事及び事務職員各１人増員（府）

○大阪府学校教育審議会養護教育分科会より答申（心身障害児の就学対策について）

○同上諮問

（大阪府における養護教育の今後の方向と施策について）(昭和49.７)


	○学校教育法の一部改正（49法律第70号）第73条に２及び３を追加「寄宿舎の設置及び寮母について」（規定）

○精神薄弱児通園施設に関する通知の改正に伴い、「精神薄弱の学齢児童生徒に関する就学について」

(昭和32.7.2初中局長通達）の廃止

(昭和49.4.4初中局長通達)

○標準法一部改正－特殊学級１学級定員12人（昭和49.6.22法律第90号）

○特殊教育改善調査研究会より報告

（重度･重複障害児に対する学校教育のあり方について）（昭和50.3.31)

	昭

和

50
	○府立寝屋川養護学校開校

○府立泉北養護学校開校

○府立富田林養護学校羽曳野分教室を、府立泉北養護学校に所管替え

○堺市浅香山養護学校病院内学級（堺病院、労災病院、泉北病院）を府に移管、府立泉北養護学校病院内学級として設置

○高槻市教育委員会事務局に養護教育課の設置

○府立堺聾学校新築移転

○大阪府障害児就学指導委員会設置
	○国連障害者の権利宣言

	昭

和

51
	○府立東大阪養護学校開校

○府立泉北養護学校に寄宿舎開設
本校校舎での授業開始
	

	昭

和

52
	○守口市立養護学校開校


	

	昭

和

53
	○府立和泉養護学校開校

○大阪市立住之江養護学校開校

○養護教育担当指導主事１人増員

○養護教育就学指導員の配置（８人）（府）

○大阪府学校教育審議会養護教育分科会より答申（大阪府における養護教育養護教育の今後の方向と施策について）

(昭和53.6.29)

○大阪市立思斉養護学校分校（すみれ愛育館内）廃止
	○特殊教育100年

○養護学校義務制に伴う学校教育法施行令

及び同法施行規制の改正

　　（昭和53.8.18）

○教育上特別な取扱いを要する児童・生徒の教育措置について（通達）

　　（昭和53.10.6）



	昭

和

54
	○府立岸和田養護学校開校

○大阪市立西淀川養護学校開校

○養護教育諸学校訪問教育実施


	○養護学校義務制実施

○養護教育諸学校学習指導要領の改訂

(昭和54.7.2）

○養護教育諸学校の小･中学部生徒指導要録改訂(昭和55.3.31)

	昭

和

55
	○府立藤井寺養護学校開校

○府立堺養護学校太子分教室を府立藤井寺養護学校の分教室に所管替え

○堺市立浅香山養護学校廃止
	○標準法の一部を改正(昭和55.5.22)



	昭

和

56
	○府立交野養護学校開校

○学校教育審議会養護教育分科会設置(昭和56.7.1）


	○国際障害者年
○心身障害児就学相談事例集(昭和57.3)

○養護教育諸学校高等部生徒指導要録改訂(昭和57.3.5)

	昭

和

57
	○学校教育審議会養護教育分科会より答申（養護教育諸学校の今後の整備について（昭和57.6.29)

○学校教育審議会養護教育分科会設置（昭和57.8.21)
○府立藤井寺養護学校太子分教室を廃止
	○心身障害児に係る早期教育及び後期中等教育の在り方(昭和57.10.7)



	昭

和

58
	○大阪市立平野養護学校開校

○共に生きる社会をめざして－障害者対策に関する大阪府長期計画（国障年）
○肢体不自由養護学校（交野･東大阪）高等部に精神薄弱児を対象とする生活課程を設置
	

	昭

和

59
	○府立生野聾学校勝山分校を府立生野高等聾学校として独立

○府立茨木養護学校刀根山分校を府立刀根山養護学校として独立

○大阪府学校教育審議会養護教育分科会より答申（府立養護教育諸学校における教育の充実について)  (昭和59.７)
	○心身障害児の就学指導資料

－心身の障害の特性と就学指導－(昭和59.10)



	昭

和

60
	○府立箕面養護学校開校（高等部に精神薄弱児を対象とする生活課程を併置）


	

	昭

和

61
	
	


	

	昭

和

63
	○大阪府学校教育審議会養護教育分科会より答申（病弱・身体虚弱教育の充実について）


	○「心身障害者雇用促進法の一部を改正する法律」の施行に伴う「精神薄弱者」の取扱いについて(昭和63.4)（労働省）

○教育公務員特例法及び地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正

(昭和63.5)（文部省）

○あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律の一部を改正及び柔道整復師の一部を改正(昭和63.5)（厚生省）

○学校教育法施行令の一部を改正(昭和63.8)
○教育職員免許法の一部を改正(昭和63.12)

○教育課程審議会答申(昭和63.12)

盲学校・聾学校及び養護学校の教育課程の基準の改善について

○教育職員免許法施行規則の一部を改正

（平成元.3、公布）

	平

成

元
	○府立泉北養護学校羽曳野分教室を府立泉北養護学校羽曳野分校とする。

○府立佐野養護学校砂川分教室を廃止（平成元.3）

○肢体不自由養護学校（堺・茨木）高等部に精神薄弱児を対象とする生活課程を設置


	○あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律の一部を改正する法律等の施行について（通知）（平成元.10)

○学校教育法施行規則の一部を改正する省令及び盲学校及び聾学校の高等部の学科を定める省令の一部を改正する省令の制定並びに盲学校、聾学校及び養護学校幼稚部教育要領を定める告示、盲学校、聾学校及び養護学校小学部・中学部学習指導要領の全部を改正する告示及び盲学校、聾学校及び養護学校高等部学習指導要領の全部を改正する告示の公示について（通達）（平成元.10)


○盲学校、聾学校及び養護学校の小学部児童指導要録及び中学部生徒指導要録の改訂（平成3.3.20)

	

	平

成

３


	○府立寝屋川養護学校分教室を守口市立養護学校内に設置（高等部）

○養護教育室に行政職員2人（主査１人、主事１人）増員、主任指導主事１人を廃し、指導主事１人を配置（府）

○大阪府学校教育審議会養護教育分科会設置（平成3.9.3）


	○標準法の実施

○社会の変化に対応した新しい学校運営等に関する調査研究協力者会議のまとめを発表（平成4.2.20 文部省）

○「学校教育法施行規則の一部を改正する省令」（平成4.3.23 文部省令第４号公布）

○「学校５日制について」

（平成4.3.23通知)

○青少年の学校外活動に関する調査研究協力者会議のまとめを発表（平成4.2.26 文部省）

○通級による指導に関する充実方策について（審議のまとめ）

（平成4.3.30　通級学級に関する調査研究協力者会議）

	平

成

４
	○「学校週５日制大阪府推進会議」設置 （平成4.2.20）

○府立和泉養護学校分教室を移転

○府立高槻養護学校分教室を設置

○堺市立百舌鳥養護学校分校（肢）開校

○府立盲学校高等部専攻科に「情報処理科」設置

○「学校週５日制大阪府推進会議」に第３分科会（養護教育諸学校）設置（平成4.5.18）

○養護教育室の首席指導主事を廃し、参事を配置するとともに行政職員１人（主幹）を増員

○大阪府学校教育審議会養護教育分科会より答申（今後の養護教育のあり方について）（平成4.12.18）
○通級による指導を実施する場合の事務取扱い等について（通知）（平成5.3.25）
	○「盲学校、聾学校及び養護学校小学部学習指導要領」の施行

○学校週５日制の実施（平成4.9.1）

○「学校教育法施行規則の一部改正等」
（平成5.1.28公布、平成5.4.1施行）（73条に21、22を加える）

○通級による指導の対象とすることが適当な児童生徒について（通達）（平成5.1.28）



	平

成

５
	○養護教育室を調整班、指導班、推進班と再編成し、首席指導主事１人を増員（府）

○大阪府科学教育センターを廃し、大阪府教育センターを設置、同センター内に養護教育室を設置

○「新大阪府障害者計画（愛称：ふれあい　おおさか障害者計画）」の策定（平成6.3）


	○盲学校、聾学校及び養護学校中学部学習指導要領」の施行

○通級による指導の実施（制度化）

○盲学校、聾学校及び養護学校の高等部生徒指導要録の改訂（平成5.7.29）

○心身障害者対策基本法の一部改正

「障害者基本法」に改める（平成5.12.3）

	平

成

６
	○指導第二課養護教育室を課として独立させ、振興係・指導係・推進係からなる養護教育課（課長１人、参事１人、首席指導主事１人、課長代理１人、係長３人、指導主事７人、主事２人、計16人）を設置


	○サラマンカ声明と行動大綱
○「盲学校、聾学校及び養護学校高等部学習指導要領」の施行

○児童の権利に関する条約（発効）
（平成6.5.22）

○病気療養児の教育について（通知）
（平成6.12.12）

○就学指導資料（発行）（平成7.１）

○学習障害児等に対する指導について（中間報告）（平成7.3.27）

	平成

７
	○障害児理解推進校による研究を終え、新たに障害児理解推進事業として、全府立養護教育諸学校で実施

○養護教育課指導係に指導主事１人を増員

○守口市立養護学校廃止（平成8・3）


	○第15期中央教育審議会発足（平成7.4.26）

○障害者プラン～ノーマライゼーション７ヵ年戦略～（総理府障害者施策本部決定）

（平成7.12）

○盲学校、聾学校及び養護学校の高等部における職業教育等のあり方について（報告）

　　（平成8.3.18）

	平

成

８
	○府立守口養護学校開校

○養護教育課指導主事１人を指導係から減員、推進係に増員


	○教育改革プログラム策定（文部省）

（平成9.1.24）

○特殊教育の改善・充実について

（第１次報告）（平成9.1.24）

○学校図書館司書教諭講習規定の一部改正（平成9.3.26）

	平

成

９
	○府立富田林養護学校新築移転

○養護教育振興係に主事１人を増員


	○小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教職員免許法の特例等に関する法律（平成9.6.18）

○特殊教育の改善・充実について（第２次報告）（平成9.9.19）

	平

成

10
	○府立吹田養護学校開校

○府立羽曳野養護学校開校

○府立守口養護学校全面開校

○介護体験実習開始

○大阪府学校教育審議会第３分科会より中間答申（平成10.5.21）（ノーマライゼーションの動向等に対応した養護教育の在り方について）答申（平成11.1.22）

○府立和泉養護学校神石分教室を府立泉北養護学校内に
移転（平成10.7.22）

	○教育改革プログラム（改訂）（文部省）

（平成10.4.28）

○教育課程審議会
幼稚園、小学校、中学校、高等学校、盲学校、聾学校及び養護学校の教育課程の基準改善について（答申）（平成10.7.29）

○幼稚園教育要領、小学校及び中学校学習指導要領の告示（平成10.12.14）

○盲学校・聾学校及び養護学校、高等学校学習指導要領の告示（平成11.3.29）


○学習障害児に対する指導について（最終報告）（平成11.7.２）

	

	平

成

12
	○教育委員会組織再編により、養護教育課を、教育振興室障害教育課（調整グループ、養護教育諸学校・養護学級グループ）とする。調整グループにケースワーカー職を配置

（平成12.4.13）

○障害保健福祉室に就労支援課が新たに設置され、障害教育課職員が併任する。（平成12.4.13）

○大阪府学校教育審議会専門部会を設置

（平成12.7.21）、「知的障害のある生徒の後期中等教育の充実方策について」提言（平成12.11.8）

○学校における医療的ケア対策検討委員会を設置
	○「盲学校、聾学校及び養護学校幼稚部教育要領」の施行

○省庁再編により、文部省特殊教育課が文部科学省特別支援教育課となる。

○「21世紀の特殊教育の在り方」に関する調査研究協力者会議最終報告
（平成13.1.15）




	

	平

成

14
	○知的障害のある生徒の就業促進支援事業を実施
（平成14.15.16）

○府立刀根山養護学校関西医科大学附属病院分教室及び、大阪市立平野養護学校南大阪療育園分教室を開設（平成14.4.1）

○小・中学校の通常の学級に在籍する障害等のある児童生徒に対する教育の在り方に関する検討会設置

○大阪府教育センター障害教育室を教育課題研究室障害教育グループとする。（平成14.4）

○文部科学省委嘱「盲・聾・養護学校の専門性向上推進モデル事業」実施（平成14.15）

○障害教育IT活用支援事業（平成14.15.16）

○府立生野聾学校の改築が完了（平成15.1）
	○「盲学校、聾学校及び養護学校小学部・中学部学習指導要領」の施行

○「学校教育法施行令の一部改正について」（平成14.4.24通知　平成14.9.1施行）
（就学基準・手続の改正）

○「障害のある児童生徒の就学について」

（平成14.5.27通知）

○「今後の特別支援教育の在り方について」

中間まとめ（平成14.10）
○「今後の特別支援教育の在り方について」

最終報告（平成15．3）



	平

成

15
	○大阪府教育委員会教育振興室障害教育課調整グループを調整・養護学級グループとする。（平成15.4）

○大阪府教育センター教育課題研究室障害教育グループを人権・教育課題研究室障害教育グループとする。（平成15.4）

○肢体不自由養護学校高等部訪問教育を本格実施（平成15.4.1）

○知的障害のある生徒の高等学校受入れに係る調査研究を府立園芸高校において開始（平成15.4.1）

○障害教育IT活用支援事業による教材CDを作成

（平成15.5）

○茨木支援学校高等部に情報コース、守口支援学校高等部に職業コースを設置
	

	平

成

16
	○大阪府教育委員会教育振興室障害教育課内に新たに新校整備推進グループを発足する。（平成16.4）

○大阪府教育センター人権・教育課題研究室障害教育グループを特別支援教育研究室とする。（平成16.4）

○高槻市立養護学校閉校(平成17.3.31)
	○「特別支援教育を推進するための制度のあり方について（中間報告）」（平成16.12）

○盲・聾・養護学校におけるたんの吸引等の取り扱いについて（通知）（平成16.10.22）



	平

成

17
	○大阪府教育委員会教育振興室障害教育課調整・養護学級グループを調整グループ、養護学級グループとする。

（平成17.4）

○文部科学省委嘱　「盲・聾・養護学校における医療的ケア実施体制整備事業」実施（平成17）

○大阪府学校教育審議会答申「高等学校における知的障害のある生徒の受入れ方策について」（平成17.8）

○府立生野高等聾学校閉校（平成18.3.31）

○府立堺聾学校高等部閉部（平成18.3.31）

○新校整備推進グループを廃止する。（平成18.3.31）

○八尾支援学校高等部にフロンティアコースを設置
	○発達障害者支援法の施行（平成17.4.1）

○発達障害のある児童生徒等への支援について（通知）（平成17.4.1）

○中央教育審議会「特別支援教育を推進するための制度の在り方について」を答申
（平成17.12.8）



	平

成18
	○府立たまがわ高等支援学校開校（平成18.4.1）

○府立高校９校、大阪市立高校2校に知的障害生徒自立支援コースを設置（平成18.4.1）
○府立たまがわ高等支援学校の共生推進教室を府立枚岡樟風高等学校内に設置（平成18.4.1）

○府立だいせん高等聾学校開校（平成18.4.1）

○府立刀根山養護学校関西医科大学附属枚方病院分教室開設（平成18.4.1）

○障害教育地域支援整備事業実施

○大阪府特別支援教育連携協議会発足（平成18.4.1）
○障害教育専門性育成事業実施

○市町村医療的ケア体制整備推進事業実施
	○学校教育法施行規則の一部改正により、学習障害、注意欠陥多動性障害の児童生徒の通級指導が制度化（平成18.4.1施行）

○学校教育法一部改正（平成18.6.21）により、特別支援教育が制度化（平成19.4.1施行）。

○教育職員免許法の一部改正（平成18.6）により特別支援学校教員免許状創設（平成19.4.1施行）

○障害者自立支援法の施行（平成18.10.1）



	平

成

19
	○府立盲学校、府立八尾養護、富田林養護、佐野養護、寝屋川養護学校に副校長を配置


	○改正学校教育法施行（平成19.4.1）

○学校教育法施行令一部改正（平成19.4.1施行）（障害のある児童生徒の就学先決定時における保護者からの意見聴取の義務付け）

○「特別支援教育の推進について」（通知）

（平成19.4.1）

	平

成

20
	○障害教育課から支援教育課へ課名変更

　支援教育課のグループ名変更

　盲・聾・養護学校グループから支援学校グループへ

　養護学級グループから支援学級グループへ

○府立盲学校、聾学校及び養護学校（府立たまがわ高等支援学校を除く）の校名を変更

○公立小中学校の養護学級を支援学級と名称変更

○副校長の名称を准校長に変更

新たに、高槻支援学校、堺支援学校、茨木支援学校、交野支援学校に准校長を配置


	○幼稚園教育要領、小学校及び中学校学習指導要領の告示（平成20.3.28）

○「情緒障害者」を対象とする特別支援学級の名称について（平成21.2.3）

「自閉症・情緒障害特別支援学級」に変更

○「特別支援教育の更なる充実に向けて（審議の中間とりまとめ）～早期からの教育支援の在り方について～」（平成21．2.12）

○特別支援学校幼稚部教育要領、小学部・中学部学習指導要領、高等部学習指導要領の告示（平成21.3.9）

	平

成

2１
	○大阪府教育委員会教育振興室支援教育課内に新たに学校整備グループを発足する。（平成21.4）

○堺市立上神谷支援学校開校（平成21.4）

○「大阪府支援教育専門家チーム」の設置（平成21.10）

○府立知的障がい支援学校「職業コース」設置方針（平成22.1）
	

	平

成

22
	○府立支援学校の分校を開校（平成22.4.1）

　・吹田支援学校 鳥飼校 （高等部）

　・交野支援学校 四條畷校 （中学部・高等部）

　・八尾支援学校 東校 （高等部）

　・佐野支援学校 砂川校 （高等部）

○府立たまがわ高等支援学校の共生推進教室を府立千里青雲高等学校、府立芦間高等学校、府立久米田高等学校内に設置（平成22.4.1）

○大阪府教育センター　教育企画部支援教育研究室を教育課程開発部支援教育研究室とする。（平成22.4）

○高等学校における支援教育推進会議を設置（平成22.7）
	

	平

成

23
	○新たに、吹田支援学校に准校長を配置

○佐野支援学校、佐野支援学校砂川校、泉北高等支援学校、堺支援学校の高等部に職業コースを設置

○冊子「障がいのある生徒のための就労支援のすすめ」を緊急雇用創出基金事業「障がいのある生徒の雇用実現マッチング事業」により作成、配付


	○公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の一部改正（平成23.4.1施行、2及び3に関する事項は、平成24.4.1施行）（1.学級編制の標準の改定　2.学級編制に関する都道府県教育委員会の関与の見直し　3.教職員定数の標準の基礎となる学級数の見直し）

○障害者基本法一部改正（インクルーシブ教育システムの構築・障害者〔定義〕にＩＣＦの考え方・社会的障壁の除去〔合理的配慮〕の位置づけ）

○「通常の学級に在籍する特別な教育支援を必要とする児童生徒に関する調査」協力者会議を設置（H23.12.1～H25.3.31）

○介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律による社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正（平成23.6.22公布）

○特別支援学校等における医療的ケアの今後の対応について（通知）（平成23.12.20）

	平

成

24
	○医療的ケアの新制度において、大阪府教育委員会が登録研修機関となり、認定特定行為業務従事者養成を開始

○豊中支援学校、和泉支援学校、吹田支援学校、箕面支援学校の高等部に職業コースを設置

○府立羽曳野支援学校に阪南病院分教室を設置

○大阪市立光陽特別支援学校に、市立大学医学部附属病院分教室及び市立総合医療センター分教室を設置

○発達障がいのある生徒支援連絡会議を高等学校における支援教育推進会議に統合

○高等学校支援教育力充実事業のサポート校として、柴島、枚方なぎさ、松原、堺東の府立高校４校を指定

○府立吹田支援学校鳥飼校閉校（平成25.3.31）


	○介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律による社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正（平成24.4.1施行）

○中央教育審議会初等中等教育分科会特別支援教育の在り方に関する特別委員会報告　「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進」

○文部科学省「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関する調査結果について」（平成24.12.5）



	平

成

25
	○府立摂津支援学校、府立とりかい高等支援学校開校

（平成25.4.1）

○とりかい高等支援学校の共生推進教室を府立北摂つばさ高等学校に設置（平成25.4.1）

○府立千里青雲高等学校に設置している共生推進教室の本校を府立たまがわ高等支援学校から府立とりかい高等支援学校に変更（平成25年度入学生より）

○府立佐野支援学校砂川校を旧府立砂川高等学校跡に移転し、同校に中学部を設置（平成25.4.1）

○高槻支援学校、富田林支援学校、寝屋川支援学校、東大阪支援学校、交野支援学校四條畷校の高等部に職業コースを設置

○大阪市立東住吉特別支援学校開校（平成25.4.1）

○大阪発達総合療育センター内に設置されている平野特別支援学校南大阪療育園分教室を廃止し、東住吉特別支援学校訪問学級に移行（平成25.4.1）

○府立佐野支援学校砂川校閉校（平成26.3.31）
	○就労系障害福祉サービスにおける教育と福祉の連携の一層の推進について

（平成25.4.26）

○文部科学省初等中等教育局長通知（平成25.6.28）「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の公布について（通知）」
○学校教育法一部改正（平成25.9.1施行）

(障害のある児童生徒の就学先を決定する仕組みの改正）

○文部科学省初等中等教育局長通知（平成25.10.4）「障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について（通知）」

○「障害者の権利に関する条約」日本で発効（平成26.2.19）



	平

成

26
	○府立泉南支援学校、府立すながわ高等支援学校開校

（平成26.4.1）

○府立すながわ高等支援学校の共生推進教室を府立信太高等学校に設置（平成26.4.1）

○府立久米田高等学校に設置している共生推進教室の本校を府立たまがわ高等支援学校から府立すながわ高等支援学校に変更（平成26年度入学生より）

○大阪市会　大阪市立学校設置条例一部改正を可決

（平成26.9.19）平成28年4月に府移管するため、市立特別支援学校を廃止

○大阪府議会　大阪府立学校条例一部改正を可決

（平成26.10.27）大阪市立特別支援学校を府立支援学校として設置（規則により、平成28年１月１日に設置）

○府立八尾支援学校東校閉校（平成27.3.31）
	

	平成27
	○府立枚方支援学校、府立むらの高等支援学校開校

（平成27.4.1）

○府立西浦支援学校開校（平成27.4.1）

○大阪市立東淀川特別支援学校開校（平成27.4.1）
○大阪市立なにわ高等特別支援学校開校（平成27.4.1）

○大阪市立難波特別支援学校を移転・拡充（移転にあわせ大阪市立なにわ高等特別支援学校と併設）（平成27.4.1）

○大阪市立難波特別支援学校小学部を新設（平成27.4.1）

○大阪府教育委員会教育振興室支援教育課内の学校整備グループを廃止し、新たに学校移管グループを発足する

（平成27.4.1）

○大阪府教育センター　教育課程開発部支援教育研究室をカリキュラム開発部支援教育推進室とする（平成27.4.1）

○府立むらの高等支援学校の共生推進教室を府立緑風冠高等学校に設置（平成27.4.1）

○府立たまがわ高等支援学校の共生推進教室を府立金剛高等学校に設置（平成27.4.1）

○府立芦間高等学校に設置している共生推進教室の本校を府立たまがわ高等支援学校から府立むらの高等支援学校に変更（平成27年度入学生より）
	

	
	○冊子「障がいのある生徒の職場定着をめざして～職場定着支援事例集～」を雇用創出基金事業　地域人づくり事業（雇用拡大プロセス）「支援学校卒業生職場定着支援者育成事業」により作成、配付
	○高等学校における特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議報告「高等学校における通級による指導の制度化及び充実方策について」（平成28.3.31）

	平成28
	○大阪府教育委員会事務局を大阪府教育庁とする。

（平成28.4.1）

○大阪府教育庁教育振興室支援教育課内の学校移管グループを廃止し、支援学校グループを生徒支援グループと学事・教務グループの２グループとして新たに編成。また、調整グループを企画調整グループに名称変更。（平成28.4.1）

○大阪市立特別支援学校を大阪府に移管（平成28.4.1）

○生野支援学校高等部、東淀川支援学校高等部に職業コースを設置


	○「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（「障害者差別解消法」）施行（平成28.4.1）

○「発達障害者支援法」の改正（平成28.5.25）

○「医療的ケア児の支援に関する保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の推進について」（平成28.6.3）

○「学校教育法施行規則の一部を改正する省令等の公布」（「高等学校における通級による指導の制度化」）（平成28.12.9）

○幼稚園教育要領、小学校及び中学校学習指導要領の告示（平成29.3.31）

	平成29
	○難波支援学校高等部、東住吉支援学校高等部に職業コースを設置

○新たに、西浦支援学校に准校長を配置


	○公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の一部改正（平成29.4.1施行）（通級による指導担当教員について配置基準を新設）

○特別支援学校幼稚部教育要領、特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の告示（平成29.4.28）

○小学校及び中学校の学習指導要領等に関する移行措置並びに移行期間中における学習指導等について（通知）（平成29.7.7）
○特別支援学校小学部・中学部学習指導要領に関する移行措置並びに移行期間中における学習指導等について（通知）（平成29.12.27）

○高等学校学習指導要領の告示（平成30.3.30）

	平成30
	○府立柴島高等学校、府立松原高等学校に通級指導教室を設置

○思斉支援学校高等部、住之江支援学校高等部に職業コースを設置


	○「学校教育法施行規則の一部を改正する省令等の施行」（「高等学校における通級による指導の制度化」）（平成30.4.1）

○文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「教育と福祉の一層の連携等の推進について（通知）」（平成30.5.24）

○「学校教育法施行規則の一部を改正する省令等の施行」（「個別の教育支援計画による関係機関等との情報共有」）（平成30.8.27）
○文部科学省初等中等教育局長通知「小・中学校等における病気療養児に対する同時双方向型授業配信を行った場合の指導要録上の出欠の取扱い等について」（平成30.9.20）


	
	
	○特別支援学校高等部学習指導要領の全部を改正する告示及び平成31年４月１日から新特別支援学校高等部学習指導要領が適用されるまでの間における現行特別支援学校高等部学習指導要領の特例を定める告示等の公示について（通知）（平成31.2.4）
○文部科学省初等中等教育局長通知「学校における医療的ケアの今後の対応について」（平成31.3.20）
○「平成30年度公立小・中学校等における教育課程の編成・実施状況調査の結果及び平成31年度以降の教育課程の編成・実施について」（平成31.3.29）
○文部科学省初等中等教育局長通知「小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評価及び指導要録の改善等について」（平成31.3.29）

	令和元
	○府立大手前高等学校（全日制の課程）、府立岬高等学校に通級指導教室を設置
○新たに、枚方支援学校に准校長を配置


	○「医療的ケアが必要な幼児児童生徒のスクールバスなどの専用通学車両による登下校時の安全確保について」(令和元.5.21)
○「人工呼吸器等の医療機器を使用する幼児児童生徒が在籍する学校における災害時の対応について」(令和元.11.11)

○文部科学省初等中等教育局長「高等学校等におけるメディアを利用して行う授業に係る留意事項について（通知）」

（令和元.11.26）

○文部科学省初等中等教育局長「医療的ケア児に関わる主治医と学校医等との連携等について（通知）」（令和2.3.16）

	令和２
	○府立なにわ高等支援学校の共生推進教室を府立東住吉高等学校、府立今宮高等学校に設置（令和2.4.1）

○大阪府学校教育審議会に諮問（令和3.1.25）
　「今後の府立高校のあり方等について」


	○「学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行について」（令和2.5.15）
　（高等学校段階の病気療養中等の生徒に対する、遠隔教育の要件緩和）

○「人工呼吸器等の周辺における携帯電話端末の利用について」（令和2.７.10）

○「平成31年度『電波の植込み型医療機器及び在宅医療機器等への影響に関する調査等』報告書について」（令和2.8.6）

○「『医療的ケア児等医療情報共有システム(MEIS)』の活用について」（令和2.8.7）

〇中央教育審議会「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～（答申）」
（令和3.1.26）

	令和３
	○大阪府教育庁教育振興室支援教育課内の学事・教務グループと生徒支援グループの２グループを廃止し、学事・教務・支援グループと制度推進グループの２グループとして新たに編成。（令和3.4.1）
○大阪府学校教育審議会より中間報告（令和3.8.27）
　 「今後の府立高校のあり方等について」
○大阪府学校教育審議会答申（令和4.1.11）
　 「今後の府立高校のあり方等について」

	○「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律の一部改正」（令和3.4.1施行）
〇内閣府子ども・子育て本部統括官・文部科学省初等中等教育局長・厚生労働省医政局長・厚生労働省子ども家庭局長・厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「医療的ケア児及びその家族に対する支援関法律 の公布について」（令和3.6.18）
○文部科学省初等中等教育局特別支援教育課「小学校等における医療的ケア実施支援資料～医療的ケア児を安心安全に受け入れるために～」（令和3.6）
○文部科学省初等中等教育局長「障害のある子供の教育支援の手引～子供たち一人一人の教育的ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～について（通知）」（令和3.6.30）
○「学校教育法施行規則の一部を改正する省令の施行について（通知）」（令和3.8.23）
　（医療的ケア看護職員等について、名称及び職務内容を規定）
○「特別支援学校設置基準の公布等について（通知）」（令和3.9.24）

	令
和
４
	○大阪府教育庁教育振興室に新たに高校教育改革課を設置。
（高校における自立支援コース、共生推進教室、通級指導教室の担当を支援教育課から高校教育改革課へ移管）

○教育センター附属高等学校、府立野崎高等学校、府立布施高等学校（全日制の課程）、府立富田林高等学校、府立箕面東高等学校、府立和泉総合高等学校（全日制の課程）に通級指導教室を設置（令和4.4.1）

○大阪市立高等学校の大阪府への移管に伴い、府立桜宮高等学校、府立東淀工業高等学校に知的障がい生徒自立支援コースを引き続き設置（令和4.4.1）
	○「特別支援学級及び通級による指導の適切な運用について（通知）」（令和4.4.27）
○「学校保健安全法施行規則の一部改正について（通知）」（令和4.12.28）
○「通常の学級に在籍する障害のある児童生徒への支援に係る方策について（通知）」（令和5.3.13）

○「小・中学校等における病気療養児に対するICT等を活用した学習活動を行った場合の指導要録上の出欠の取扱い等について(通知)」（令和5.3.30）

○「高等学校等の病気療養中等の生徒に対するオンデマンド型の授業に関する改正について（通知）」（令和5.3.30）

	令和
５
	○大阪府教育庁教育振興室支援教育課内に新たに学校整備グループを発足。また、学事・教務・支援グループと制度推進グループを廃止し、学事・教務グループと生徒支援グループの２グループとして新たに編成。（令和5.4.1）
○府立中央高等学校に通級指導教室を設置（令和5.4.1）
	○「高等学校等における多様な学習ニーズに対応した柔軟で質の高い学びの実現について（通知）」（令和6.2.13）
○「義務教育段階における質の高い教育の実現に向けた遠隔教育の活用について（通知）」（令和6.3.29）

	令
和
６
	○府立出来島支援学校開校（令和6.4.1）
○大阪府教育庁教育振興室の高校教育改革課と高校再編整備課を統合し、新たに高校改革課を設置。（令和6.4.1）
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